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移動支援機器を利用した高齢者の受け入れに関する

公共交通機関の認識

ハンドノレ形電動車いすおよび歩行補助車に若田して一

I はじめに

高齢者は外出する擦に、ハンド、ル形電動車い

すや歩行補助車などの移動支援機器を用いてい

ることがある O ハンドル形篭動車いすは、

者の自動車運転の代用として推奨されており、

高齢者の外出に有効な機器である(毎日新開生

活報道センター， 2008)。しかし、最大速度が

時速 6kmと制限があり、自動車に比べて遠方へ

の移動ができない。歩行補助車も家の近所を移

動するなど比較的近い距離の移動において用い

られている(安心院・徳田・水野， 2010)。

これらの機器を用いて公共交通機関を安全に利

用することができれば高齢者の活動範関が広が

ると言える。安心院・徳田 (2009)の歩行補助

車使用者の外出状況を調べた調査では、歩行補

助車使用者のなかには公共交通機関を利用して

いる者がし 1るo 向調査において公共交通機関を

利用している歩行祷助車使用者は、 f歩行補助車

を持ち上げることが難ししリ、「歩行補助車を置

くスペースがない(周囲のじゃまになる)Jなど

と感じていた。そのため、公共交通機関を利用

している歩行補助率使用者は、 il韮い歩行補助車

を )i~ し 1 たり、周囲の人に助けてもらえるように

声をかけたりする必要があったと述べている。

ハンドル形電動車いすは、証明書を提出した

り、鉄道施設利用証ステッカーを添付するなど

の条件を満たせば、一部の公共交通機関(たと

えば JR北海道では 12駅 JR東日本では 343

駅)を利用できる。しかし、情報を発信してい

る社は鉄道や地下鉄の一部であり利用の可否を
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情報公開していないところが多い。現時点でそ

れぞれの公共交通機関においてどの程度の社が

ハンド、ノレ形翁動車いすや歩行補助車を受け入れ

ているのかは不明である。

そこでみ;毛布では、公共交通機関(鉄道、地下

鉄、パス)を経常している会社がハンドル形電

動車し寸一および歩行補助恥の捷用者-を受け入れ

ているのかぎか、受け入れについてどのような

考えをもっているのかについて明らかにす一るこ

とを目的とする。この結果をもとに、各交通機

関の干上が、機法{吏}羽者の受け入れを認める喝丹、

があって認められなし合のそれぞれにお

いてどのような対 J;t~ をとる必要があるかな、使

用者のニーズと安全利用の点から検討し、整理

する。

II. 方法

1 .調査対象

密土交通省において公表されている鉄道会社

(以下、鉄道)のうち、 JR(7社)、大手民鉄

(15社)、準大手民欽 (5社)の 27社を対象と

し、 10社より回答を得ることができた(回収率

37%)0 また、地下鉄の鉄道会社(以下、地下

鉄)の 10社を対象とし、 6社より回答を得るこ

とができた(回収率 60%)02009 (平成 21)年

の日本ノfス協会会員のうち、 100台以上の来合

パスを保有するパス会社(以下、バス) 133社

を対象とし、 47社より回答を得ることができた

( 18:1収率 35払)。

2. 手続き
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2009年 10月から 11月に郵送による質問紙

調査を実施した。社内のバリアフリーに関する

サービスを担当している部署に回答を依頼した。

また、回答しにくい笛所については空繍のまま

でよいことを明記した。集計した結果の送付を

希望する社のみ記名および送り先の記入を依頼

した。集計したデータは研究のみ活用し、社名

が特定されることのないように配慮することを

で説明した。

3 調査項目

歩行補助1l[およびノ¥ンドノレ形電動車し吋ーの使

用許可の状況に関する 1項目、歩行補助車およ

びハンドノレ形電動車し吋ーの使照に関する認識 2

項目、歩行補助車およびハンドノレ形電動車し吋ー

に関する検討・11*)趨 2項目の計 5項目であった。

盟 結果と考療

1 .公共交通機関におけるハンドル形電動車

いすおよび歩行補劫車の使用許可

(1)公共交通機関におけるハンドノレ形震動車

いすおよび歩行補助主主使用の許可の状況

公共交通機関においてハンドル形電動車し吋ー

および歩行補助車の使用を認めているかどうか

について尋ねた(表1)ところ、どちらの機器

に関しても鉄道会社の 70%(10社中 7社)が

使用を認、めていた。 地下鉄はすべての社におい

て、駅構内および車内におけるハンドル形電動

車いす、歩行補助車の使用を認めていた。バス

会社においては、ハンドノレ形電動車し 1すの使用

を 32%(47社中 15社)、歩行補助車の使用を

70% (33社)が認めていた。

会社によって、ハンドル形電動車し吋一および

歩行補助率使用の可否にばらつきがみられた。

どの会社で、あればノ¥ンド、ノレ形註動車し寸ーや歩行

補助車を使用することができるのかが明確にさ

れていなければ、使用者は公共交通機関を利用

したくても利用することができない。公共交通

機関はこれらの機器使用者またはこれから使用

する高齢者が、これらの機器がどこでどのよう

に使用することができるのかわかるように、具

体的な情報を発信していく必要がある。

(2) ハンド、ル形電動車し寸ーおよび歩行補助車

使用を認めていない理由

表 1のハンドソレ形電動車し寸ーの使用を認めて

いない鉄道 (3社)およびパス (32社)に、使

用を認めていない理由を選択式で尋ねた(表 2)。

鉄道においては f駅構内および車内に段差があ

るJ67% (ハンドノレ形竜動車し吋ーの使用を認め

ていない 3社中 2社)、「通路が狭しリ 33%(1 

社)であった。パスでは使用を認めていない理

由として「通路が狭い (44%，ハンドル形電動

車し吋ーの使用を認めていない 32社中 14社)J、

「事故の危険がある (34%，11社)Jが多かっ

た。ハンドノレ形電動車し吋ーは車いすやジョイス

ティック形の電動車し 1すに比べて車体が大きく、

車内の通路を走行することや方向転換をするこ

とが難しい。パス車内の|環られたスペースでの

ハンドノレ形電動車いすの利用は難しいケースが

多いと考えられる。そのため、パスに関しては

ハンドノレ形電動車し吋ーの使用を認めている社が

32% (15社)と少ないと考えられる。

歩行補助車の使用を認めていない鉄道 (3社)

およびパス (14社)において使用を認めていな

い理由を選択式で尋ねた。鉄道で、は歩行補助車

表1.公共交通機関の駅構内、車内におけるハンド、ル形電動車し吋一および歩行補助車の

使用を認めている割合

鉄道 (n=10) 地下鉄 (n=6) ノくス (刀二47)

駅構内 車内 駅構内 車内 車内

ハンドノレ形冠動車いす 70% (7社) 70% (7社) 100% (6 t土) 100% (6社) 32% (15社)
歩行補助車 70% (7社) 70% (7社) 100% (6 t土) 100% (6社) 70% (32社)
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表 2. ハンド、ル形電動車し、すの使用を認めていない理由

通路が狭い 33% (1社)

事故の危険がある O 
一一一一一一一一一一一

44ヲも (l4t:土)

34% (ll社)

9% ( 3社)

6% ( 2社)

駅構内および車内に段差がある 67% (2社)
司』ーー

駅構内および車内で転回ができない O 

(%の母数はハンドル形電動車L吋『の笹用を認めていない鉄道 3任、パス 35社) (報数回答)

表 3. ハンド、ノレ形篭動車いすの使用に関する不安

鉄道 (n=10) 地下鉄 パス (11ニ 47)

(11=6) 

認めている 認めていない 認めている 認めてし、る i認めていない

7) (刀工3) (n::-= 6) (n之二15) (11 ニー32) 
句回世----帯世世幽ーーー----ー胃骨.-圃明時----開場ーーーー...ー』ー】ーー-----ーー.- 町一一一一一一』一一一一一一一一日一一一一一一一一一一一一一一 司岡由』司園田、官官、個司』岨』曲』・..-号、._--明帯、ー←一一一一一一一一一一
事故が心配である 43% (3社) 33% (1社) 83% (5社) 53% (8社) 22% (7 n) 
.酔岨持、，岨酔曲幽凶幽ーーー・司--句一一一一世・圃』一一一ーー曲ーー・ー一一曹司亭宇甲ーーーー 畳一一一一一‘守…一一一一一 ー一一一一回'一四一]唾dら一一一一一.-幽』‘ー・・ー・--胃卵、--司司陸相副首・M幽慮、---、断、‘も ー一一一一一』
他の乗客とのトラブ 29% (2 t:土) 33% (1社) 83% (5社) 53% (8社) 16% (5{JJ 

ノレが心配である
--~ "---世田

(%の母数は鉄道のうちハンドル形徒動車し、すを認、めている 7社、 i認めていない 3社、地下鉄のう%ハン 1<'/レj昭

電動車いすを認めている 10 社、パスのうちハンドル j陪屯動 J~I~l:吋ーを絡めている 151+、認めていない 32社)

を認めていない理由についての回答はなかった。

パスでは「通路が狭い (50%，吏j唱を認、めてい

ないパス 14社中 7社) 、「事故の危険がある

(50%， 7社)J、fパスターミナルおよび車内に

段差がある (21%，3社)J、「安定性が悪く車内

での使用は適切ではない (7%，1社)Jを挙げ

ていた。歩行補助車においても、パス車内は狭

い、段差があるなどの物理的ノ〈リアがあること

によって、使用を認められないと回答している

社が少なくなかった。

2. 公共交通機関を運営している社における

ハンドル形電動車いすに関する認識

(1)公共交通機関を運営している社における

ハンドル形電動車し吋ーの利用に関する認識

ハンドノレ形寵動車し吋一使用者が駅構内や鉄道、

地下鉄、パスを利月3することに関してどのよう

な不安があるのかについて選択式で尋ねた結果

を、ハンド、ル形電動車し吋ーを認めている社と認

めていない社に分けて表 3に示した。ハンドノレ
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(出数Inl符:)

形冠動車いす品の使用を i認めているJfuド欽では

r故が心配である j、f他の乗算とのトラゾノレ

が心配である j と問答した十1:は 8~3%J 、パスでは

53%と多かった。事故やトラブルが起きないよ

うにするための、適切な手段が不明瞭であるこ

とがこのような不安を生じさせていると考えら

れる。一方、ハンドル形電動車し寸ーの使用を認

めていないパス会社においては、不安を感じて

いる社はあるがその割合は少なかった。これは、

そもそもハンドル形電動車いす使用者の利用を

認めていないので、不安が想定されにくかった

ためであると考えられる。

公共交通機関(電車・地下鉄・パス)を

している社がハンドノレ形電動車し吋ーの認可につ

いてどのような考えをもっているのかを尋ねた

結果を表 4にまとめた。

表 4より、高齢者の転倒予防のために、ある

いは高齢者の移動を楽にするためにハンド、/レ形

電動車し吋ーの利用を認めるべきであると回答し
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た社が少なかった。この理由として、事故や他

の乗客とのトラブノレに関する不安があることが

関連していると考えられる。安心院・商館(2009)

は、ハンドノレ形電動車いすを使用することで、

外出してもあまり疲れなくなった、これまで足

が遠のいていた場所に一再び出かけられるように

なった、外出する回数が多くなったといった外

出によい変化がみられた者がし 1たことを確認し

た。ハンドノレ形電動車し寸『を使用して公共交通

機関を利月3することができれば、さらに高齢者

の活動範1mが広がり QOLの向上につながると

考えられる。公共交通機関へこれらの機器の有

用性を伝えるとともに、公共交通機関がこれら

の機器を安全に使用できる環境であるのかを明

確にし、公共交通機関の抱える不安を少しでも

軽減させるための対策をとることが望まれる O

(2)ハンドノレ形電動車いすに関する検討課題

公共交通機関においてハンドノレ形電動車いす

を使用することに関する検討が社内で行われた

かどうかについて自由記述で、尋ねた(表 5)0鉄

道では 30%(10社中 3社)、地下鉄では 33%

(6社中 2社)、パスでは 26%(47社中 12社)

の社においてハンドノレ形電動車し吋ーに関する検

討が行われたと自答していた。

表 4 公共交通機関を運営している社におけるハンドル形電動車いすの使用

鉄道(刀=10) 地下鉄 (n=6)

高齢者の転倒を予防するためにもハンドル形'竜 。17% (1社)
動車し吋ーの利用を認めるべきである

d一一一---幽ー由園陸一一一日柏町』ー・M・世』ー也骨一一一一一一一一一世岨回ーー・--胃--一一一ー世』同』ー『ー晶画白幽幅幽--帽『一一一一一一一一世-ー一世田ー伺--一一一一一一ーー一一--蝉一一一一一一一一一一一一
高齢者の移動を楽にするためにハンドノレ形電動 。17% (1社)
車いすの利用を認めるべきである

(ヲもの母数は鉄道 10社 地下鉄 6社 パス 47社) (複数回答)

表 5 ハンドノレ形電動車し寸ーに関する検討課題

内容

鉄道 i総めている |課題 1I使用条件の策定

バス (n=47)

4% (2社)

トー一ー一、一一ー一一一一
2% (1社)

課題21駅改良工事の際、ハンドソレ形電動車し¥すが対応できるかどうかに
ついて

課題 3Iハンドルー形電動車し吋『の鉄道利用に関する可否

課題4/障害者の利用可能な範囲について

課題 5Iデッキイづきの車両手Ij用の可否
地下鉄 i認めている |課題 1I車両扉が破損した場合の対応

課題 2I各駅におけるハンドノレ形竜動車いずり一市民竺同三ど三

パス I認めている !課題 1Iハンドノレ形電動車し寸ーのパス利用に関する可否 (5社)
課題 2/ハンドノレ形電動車いすを車内で認めた場合の通路の確保および

固定方法について (3社)

課題 3Iパス運転中の安全確保(1社)
一一一一一一一一一-一一一ー一一一一一ー
課題 41運転手一人での補助の可否(1社)

~-c~\;;; l!~~-~j\竺jfFFEFF2171121手五7LZ
課題 2い¥ンドノレ形電動車いす使用者のニーズに対する許容範囲 (2社)

(複数回答)
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ハンドソレ形電動車いすを使用することを認め

ている社と、認めていない社に分けて検討課題

についてまとめた(表的ところ、鉄道および

地下鉄はノ¥ンドル形電動車いすの使用を認めて

いる社のみが検討した経験があると回答してい

fニ。

ハンドル形電動車いすの使用を認めていない

パス会社の 5社においては、ハンドル形電動車

し1すの使用可否およびハンドル形電動車いす使

用者のニーズの許容範盟についての換討が行わ

れていた。これらの社は検討した結果、ハンド

ル形電動車いすの使用を許可しなかったことに

なる。公共交通機関におけるハンドル形電動車

いすの使用可否ついては、ハンドル形電動車い

すの乗車スペースが確保できる車両であるかど

うかが前提となる。まずは、ハンドル形電動車

し1すを使用することができるのかどうかを検討

し、その後ノ¥ンドル形電動車いすの乗車が難し

いことが明らかになれば、ハンド、ル形電動車い

すが使用できないことを一般市民が認識できる

ように伝えていく努力をする必要がある O ただ

し、バリアフリーな環境にないことを利用を認

めない理由にして済ませるのではなく、ハンド

ノレ形電動車いす使用者が安全に駅構内を移動し

たり、車両に乗車したりできるように、物理的

環境の整備を進めていく努力をすることが求め

られる O

地下鉄において、「車両扉が破損した場合の対

rtJとし九った問題解決方法に関する検討が行わ
れていた。このように、事故やトラブルに関す

る具体的事例の一つひとつについて対応を検討

することはよいことであるが、その対策および

規定を各社によって設けるだけでは不ト分であ

るO 不安は専門家によって軽減されることが明

らかになっていることから(林， 2010;小泉，

201l)、まずは、交通バリアフリーに関する専

門家等によって、どのような環境であれば、機

器使用者および他の乗客が安全にハンドル形電

動車いすを公共交通機関で使用することができ

るのか、また、問題に対してどのような行動を
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とればよいのかといった明確な回答を公共交通

機関を経営する社に伝えていくことが重要であ

る。このような取り組みによって、公共交通機

関が抱える不安の軽減にもつながると考えられ

る。

ハンドル形電動車し吋一能用者を受け入れる場

合に検討しておくべき具体的事案としては、た

とえば車両内に乗客が多い場合のハンドノレ形議

動車し吋一{吏用者、{也の乗客それぞれへの対応、

機器使用者と他の乗客が接触した場合の対応、

ハンドソレ形電動車いすの接触による器物の破損

への対応などが挙げられる O 鉄道、地下鉄、パ

スのし吋迫れの社においてもこれらの内容につい

てマニュアル化しておくことが議嬰である。

運転手の補助の可否等について検討している

社があった。ハンドル形電動車いす使用者のニ

ーズ、安全利用のために配滋すべき事項などに

ついて、いずれのお:においても把握し、乗務n
の知識やJ支術の習得を 1'<<1るための研{台ー等を実Jiill

しておく必要があると日える。

3. 公共交通機関を運営している社における

歩行補助準に関する認識

(1)公共交通機関の1歩行補助i:j!(の使H-Jのi汗可

についての考え

歩行補助車の使用に関することについてどの

ような不安があるのかについて選択式(複数回

答)で尋ねた結果を、歩行補助車の使用を認め

ている柱、認めていない社に分けて表 6に志し

た。歩行捕助車の使用を認めている地下鉄およ

びパス会社は、事故に関する不安を抱えている

社がそれぞれ 67%と多かった。歩行補助車の使

用を認めている社は事故に関する不安をハンド

ル形電動車いすと同様に感じていると言える o

fほかの乗客とのトラブソレに関する不安があるj

と回答した鉄道およびパスに隠しては使用許可

の有無にかかわらず、不安があると回答した社

が少なくなかった。歩行補助車はハンドル形電

動車し寸ーに比べて認知度が高いため、使用許可

をしていない会社においても、歩行補助車を用

いて公共交通機関を利用するにあたって生じる
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人とのトラブルを、容易に想定することができ

たのではないかと推測される。

公共交通機関を運営している社が歩行補助車

の認可についてどのような考えをもっているの

かを尋ねた結果を表 7にまとめた。ハンドノレ形

車いすと同様に、高齢者の転倒予防のため

に、あるいは高齢者の移動を楽にするために歩

行補助車の利用を認めるべきであると回答した

社が少なかった。

(2)歩行補助車に関する検討諌Jjl]i

社内で、歩行補助車に関するj食言すJ:をしたことが

あるかどうかについて尋ねたところ、鉄道では

検討した経験があると回答した社はなかった。

撒討をした経験があると回答した地下鉄は

17% (6社中 1社)であり、その内容は「歩行

補助車使用者の地下鉄車前の乗り降り時に、乗

務員への連絡が必要かどうかj であった。検討

をした経験があると回答したパスは 11% (47 

社中 5社)であった。検討した経験のある 5

l士、すべて歩行補助車の使用を認めているパス

会社であった。機討内容は「歩行補助車のパス

車内への積み込みは乗務員が手伝うべきかどう

か」、「パス車内の通路確保のためのシート配列

の必要性」、「パス車内で、の歩行捕助車使用に関

するノレーノレの検討J、「パス車内で、の歩行補助車

の!~定方法J であった。

として、車内への乗り降りに関する

ことや、車内で、の歩行補助車の使用条何二につい

て取り挙げられていたが、歩行捕助車使用者の

駅構内のバリアに関する検討が行われていなか

った。駅構内の物理的なバリアは整備されてき

ているが、!一分とは言えない(室， 2009;康瀬 2

2008 ;吉本・和気・三田・和気， 2010)。エレ

ベータが設置されておらず階段の移動を余儀な

くされることが少なくない。また、エスカレー

タが設置されていても、歩行補助車はベビーカ

表 6. 歩行補助車使用者の公共交通機関の利用に関する不安

鉄道(刀=10) 地下鉄 バス 47) 

6) 

認めている 認、めていない 百忍めている 認めている 認めていない

(11= 7) (11=3) (11= 6) (11ニ 33) (11ニ 10)
，嚇岨司・ー・---伽曲ーー，ー古島由圃‘ー晶画司喧骨噌圃喧白幽喧合唱角田曲園事由曲曲・・--白幽--・M恒曲曲陸自由喝F・ーー抽一一一一一一一一一一一一一一 山一一世一世世ー一ーー一世ー--ーー----一一ー】曲】司ーが四回目僻四回司曹司暢制帽冊目宇田掛司--時骨喝事事骨--_.伊平ーー------ーーーーーーー『ーー司・ーー』ー

事故が心配である 29% (2社) 33% (1社) 67% (4 f土) 67% (22社) 30% (3社)
ーーーーー坤蜘・』・・ーー・幽晶ー--岨企晶司咽幽』幽曲ーー幽蝿量骨曲・ーー幽由曲ーーー曲曲姐世』曲ーー-ー・・--曲ー曲曲ーーーーーー白・---】』白--ーーーー』ー・由ーーーー】ー】--司ー』曲』ー】世』ーー--】--ーー』ーーー峰崎一一一一一一一一一一一一一一骨骨---ー『平一ーー『ーーーー『ーー『司・ーーーー『ーー
他の乗客とのトラ 14% (1 f土) 33% (1社) 67% (4社) 39% (13社) 20% (2社)

ブノレが心配である

(ラもの母数は歩行新liD)J司王の使用を認めている鉄道が 7社、認めていない鉄道が 3社、地下鉄が 6社、歩行捕助車の

使用を認、めているパスが 33t上、認めていないパスが 10社捜数回答)

表7. 公共交通機関における歩行補助車の使用

鉄道 (11ニ 10) 地下鉄 (11ニ 6) ノくス (11ニ 47)

高齢者の転倒を予防するためにも歩行補助車 O 17% (1社) 17% (8社)

の使用を認めるべきである
ー‘町佐 U 恥‘ヤ冒白幽---町跡事噌匂時~ ~-，剛、命、.--・--‘世相、相『闘"‘. ~--司、.-・，ーー---台、四-------国』軸回---ーーー--、許制』働ーー』噂』ーー倫、・一ー-ーー---ーも』ー-----ー』ーー--ーーー-ー-----ーー・ー-ー----ーーー司』晶画喧喧由也由ー』ーーー-ーー』古宇骨司畠宇司ー--喝事司--申晴『平曹司鴨---ー
高齢者の移動を楽にするために歩行補助車の O 17% (1社) 26% (12社)

使用を;程、めるべきである

(喝の母:数は鉄道が 10社、地下鉄が 6社、パスが 47社) (捜数回答)
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ーと同様に危険であるということから利用する

ことができない。高齢者が歩行補助車を持ち上

げて階段の上り下りをすることは、非常に難し

くまた転倒する危険がある。歩行嬬助車使用者

が階段を利用しないですむような物理的な環境

の整備を早急に行うと河時に、駅係員(乗務員)

や周囲の乗客が歩行補助車使用者へ適切な支援

ができるように交通ノくリアフり一教育の推進を

~る必要がある。

IV. まとめ

ハンドル形電動車いすに関してはパス以外の

鉄道、地下鉄は使用を許可している会社が多く、

歩行補助車に関してはすべての公共交通機関で

使用を許可している会社が多かった。しかし、

使用を認めている社のなかには、事故や問題の

乗客とのトラブルに関する不安があることが明

らかになった。検討課題として、ハンドノレ形電

動車いすおよび歩行補助車のことについて検討

した経験のある社はこれらの機器の能用を認め

ている社がほとんどであった。また検討内容と

しては使用条件について挙げている祉があった。

ハンドル形議動車いすおよび歩行補助車使用

者が公共交通機関を利用することを想定した場

合の課題を明確にしていく必要がある。まずは、

それぞれの公共交通機関において、ハンドノレ形

電動車いすおよび歩行補助車の技用が可能であ

る物理的な環境かどうかを明確にする。もし、

物理的な限界があり、機器使用者や他の乗客の

安全確保が難しく受け入れられない場合には、

その旨がわかるように機器使用者へ情報提供を

する必要がある。また、機器使用者を受け入れ

られるように物理的な環境の整備を進めていく

ことも必要である。

たとえ、車両においてこれらの機器を使用す

ることが難しい状況であったとしても、高齢者

がiき宅から車両に乗り込むまでの移動を可ー能に

する方策をとることで、高齢者の公共交通機関

利用は可能になる。たとえば、ハンドノレ形電動

車いすや歩行補助車においてパークアンドライ
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ドシステムを導入することは有効であると言え

る。パークアンドライドシステムとは最寄の釈

やバス停まで自家用車で、移動し、近くの駐車場

に車を置いて、公 lこ乗り換える目的

地まで行く方法である。このシステムはヨー口

ッパやドイツの都市部や観光地では一般的に行

われている(所， 2007)。パークアンドライド

システムを導入する場合には、駅構外に機器を

しておくスペースを設ける、あるいは駅構

内の移動においては機器の棲用を認めて、車両

に莱'る前に機訟を指定した均百ITに!柱輸してもら

うなどの対応を検討しなければならない。また、

公共交通機関や公共施設など

レンタノレサーピスを充実させて、高齢者がn1'1守
地で、必要な移動支援機器を利用できるようにす

る方法もある。

機器の使間lと|討する物i1iJ.I.lりなi深j舗がクリアさ

れるのであれば、公共交通機関の各社:に共通し

た{ハンドル形動車いすおよびfド行十1111リ)ì~;付吏

月jマニュアノレj を作!戎することが明e去しい。本

調査において公共交通機関は機時使HJによる}ド

故ペコトラブルに不'去をJ謀じていると止を{能i認し

た。たとえばハンドル形屯弱IJI杭いす{日iHJおc~ {也

の乗客とのトラブノレのJJii凶として、イ告の乗客と

接触してしまうこと 機器が通路をふさいでし

まうことが挙げられる o これらを沼避するため

に、駅構内の移動における速度を規制する、通

路の狭い車内では車し吋一mスペースを活用して
もらうなどの規定が必要である。乗務員などの

i隊員の付ーき添いの有無や援助の内容については、

ホームと車両の間がどのくらい離れているのか、

段差があるのか、段差があるとするならばどの

くらいの高さであるのかによって異なると言え

るO なお、マニュアル化を図るにあたっては、

交通バリアフリーを専門とした専門家等の助言

が不可欠であり、問題解決に隠する明確な対策

を示されることが必要である O また、使用者の

視点に立った柔軟な対応が求められる o たとえ

ば、「折りたたみ式の歩行柿助車は折りたためば

手元に置いてよしリr(車内の通路が広い場合は)
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折りたたまなくても手元に置いてよしリなど、

物理的環境を考慮したうえで使用者の利便性に

!日感した規定を設けることが望ましい。さらに

機器と他の乗客、あるいは車両および駅構内の

設備との接触が起こった場合の対応についても

詳細に検討する必要がある。

機器使用者および他の乗客が安全に公共交通

機関を利用するために、乗務員に対しては、高

齢者の機器利用や、機器を利用する高齢者への

対応方法に関する教育を実施する必要がある。

具体的には、高齢者がハンドノレ形電動車し吋ーや

歩行補助車をどのように使用しているのか、機

器使用者に対してどのような支援が必要である

のか、他の乗客が安全に利用するためにどのよ

うな配慮が求められているのかなどについて、

交通バリアフリーに|拐する専門家を講師とした

研修等を通して伝えていく O
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Awareness of Public TranspoI吃atio立 Systemfor Accepting the 

Senior Citizens wi七hMovement Assistant Devices 

Focusing on Electrically Powered Scooters and Four-wheeled Walker-

The purpose of this research is to clarify the views of companies tha t operate public 

transportation system (railroad， subway， and bus) on whether they accept the users of 

electronically powe1'ed scooters and four-wheeled walkers. 

A written survey was conducted. The response was returned from 10 railroad companies 

(collection 1'ate of 37%)， 6 subway companies (collection rate of 60%)， and 47 bus companies 

(collection rate of 30%). 

The1'e are many companies that accept the use of electronically powered scooters in railroad 

and subway， and fou1' wheel walke1's are accepted in all public transportation system. Howeve1'， 

they mentioned their concern fo1' accidents and troubles with other passengers. In the futu1'e， 

there is a necessity fo1' consolidating the specific problems of device usage after cla1'ifying that 

it is safe the use those devices in their environment. 
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